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小規模多機能型居宅介護事業所いろどり二の宮 

重要事項説明書 

 

 

 

 あなた（またはあなたの家族）が利用しようと考えている小規模多機能型居宅介護 ≪介護予防小規模

多機能型居宅介護≫ サービスについて、契約を締結する前に知っておいていただきたい内容を、説明

いたします。わからないこと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。 
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（別紙）「居宅サービス計画の作成等≪介護予防サービス計画の作成≫の実施方法について」 

 この「重要事項説明書」は、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平

成 18年厚生労働省令第 34号）」第 88条により準用する第９条 ≪「指定地域密着型介護予防サービス

の事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 36 号）」第 64 条により準用する第 11 条≫ の

規定にもとづき、小規模多機能型居宅介護 ≪介護予防小規模多機能型居宅介護≫ サービス提供契

約に際して、事業者があらかじめ説明しなければならない内容を記したものです。 
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１ 事業主体 

事業主体（法人名） 株式会社 シンカイ 

法人の種類 株式会社 

代表者（役職名及び氏名） 代表取締役 氏名 中村 達夫 

法人所在地 〒910-0834 福井県福井市丸山２丁目 1405番 

電話番号及びＦＡＸ番号 電話：0776-52-5540  ＦＡＸ：0776-52-5545 

Ｅメールアドレス  info@shinkai-f.co.jp 

設立年月日 平成 11年 4月 2日 

法人の理念 
良質な住宅および良質な在宅介護・在宅医療の提供を通じ、高齢

社会に貢献します。 

 

２ 事業所の概要 

事業所の名称 小規模多機能型居宅介護事業所 いろどり二の宮 

事業所の管理者 三村 忠 

開設年月日 平成 24年 4月 1日 

介護保険事業者指定番号 1890100496 

事業所の所在地 〒910-0015福井県福井市二の宮 3丁目 32-21 

電話番号及びＦＡＸ番号 電話：0776-21-0755  ＦＡＸ：0776-21-0756 

交通の便 京福バス「二の宮 3丁目第 2」停留所より徒歩 10分 

敷地概要・面積 第二種中高層住居専用地域／敷地面積：1,892.76㎡ 

建物概要 構造：鉄骨造 2階建て／延床面積：864.49㎡ 

損害賠償責任保険の加入先 東京海上日動（介護事業者賠償責任補償） 

主な設備の概要 

宿泊室 5室（定員１名） １室あたり面積 7.8㎡～11.4㎡ 

食堂、居間 居間（食堂含む）84.2㎡（1人当たり 5.6㎡／15人計算） 

トイレ １階 車椅子対応トイレ 2箇所 トイレ 1箇所 

浴室 １階 １室 

台所 １階 １室 

 

３ 事業の目的と運営方針 

事業の目的 

◎利用者が介護や支援が必要になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを継

続することができるように、必要な支援を行っていくことを目的とします。 

◎「通い」を中心に利用者の様態・希望に応じて、「訪問」・「宿泊」を柔軟に組み合わせ

たサービスを提供することにより、利用者がその有する能力に応じ、その居宅にお

いて自立した日常生活を送ることができるように支援を行っていくことを目的と

します。 

運営方針 

◎利用者の個別性・その人らしさを尊重し、常に利用者を中心としたサービスの提供

を行っていきます。 

◎サービスの提供にあたっては、利用者は地域の一員であるという視点のもとに、積

極的に地域住民との交流・地域活動への参加を図ります。 

◎また関係市町村・地域包括支援センター、地域の保健・医療・福祉サービスを提供す

る者との綿密な連携のもと、総合的なサービスの提供に努めていきます。 

 

４ 事業実施地域、営業時間、定員等 

営業日及び営業時間等 営業日 1年 365日    営業時間 24時間 

サービス提供時間 
通いサービス  基本 6:00～21:00 

泊まりサービス 基本 21:00～6:00  訪問サービス 24時間 

通常の事業実施地域 福井市 

定 員 登録定員 29名 通いサービス定員 15名 宿泊サービス定員 5名 
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５ 従業者の職種、員数及び職務の内容等 

 ①従業者の職種、員数及び職務内容 

職種 常勤 非常勤 職務内容 

管理者 1名 － 
事業所の従業者の管理および業務の管理。指定小

規模多機能型居宅介護の提供。 

計画作成担当者 1名 － 
登録者にかかる居宅サービス計画及び小規模多機

能型居宅介護計画の作成。 

看護職員 1名 １名 利用者の保健衛生管理及び看護業務。 

介護従事者 

（通いサービス） 

通いサービス利用者 3名又は

その端数を増すごとに 1名以

上/1日当り 

事業所における身体介護・生活援助の提供。 

介護従事者 

（訪問サービス） 

1人以上/1日当り 

(常勤換算) 

利用者の居宅に訪問し、身体介護・生活援助の提

供。 

介護職員 

（泊まりサービス） 
泊まりがある場合 1人以上 

泊まりサービス利用者へ身体介護・生活援助の提

供。 

 

②主な職種の勤務の体制 

職種 勤務体制 職種 勤務体制 

管理者 
(主に)8:30～

17:30 

介護従業者 

及び 

看護職員 

昼間の体制 

早番   6:30～15:30 1名 

日勤   8:30～17:30 1名以上 

遅番   10：30～19：30 1名 

夜勤明  6：00～9：00 1名 

夜勤前  17:00～21:00 1名 

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  18：00～21：00 1名 

夜間の体制 

夜勤 21:00～翌 6:00 1名 

計画作成担当者 
(主に)8:30～

17:30 

 

6 サービスの概要 

通い 

食 事 

◎食事の提供及び食事の介助をします。 

◎食事は食堂でとっていただくよう配慮します。 

◎身体状況・嗜好、栄養バランスに配慮して作成した献立表に基づ

いて提供します。 

◎調理、配膳等を介護従事者とともに行うこともできます。 

◎食事サービスの利用は任意です。 

排 泄 
◎利用者の状況に応じ、適切な介助を行うとともに、排泄の自立に

ついても適切な援助を行います。 

入 浴 

◎利用者の状況に応じ、衣服の着脱、身体の清拭、洗髪、洗身等の適

切な介助を行います。 

◎入浴サービスについては任意です。 

機能訓練 
◎利用者の状況に応じた機能訓練を行い、身体機能の低下を防止す

るように努めます。 

健康チェック ◎血圧測定、体温測定等、利用者の健康状態の把握に努めます。 

送 迎 ◎利用者の希望により、ご自宅と事業所間の送迎を行います。 

訪 問 
◎利用者の自宅にお伺いし、食事や入浴、排泄等の日常生活上の世

話を提供します。 

宿 泊 
◎事業所に宿泊していただき、食事、入浴、排泄等の日常生活上の

世話を提供します。 
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7 サービス利用料金 

 ①保険給付サービス利用料金 

保険給付 

サービス 

◎要介護度別に応じて定められた金額（省令により変更あり）から介護保険給付

額を除いた金額が利用者負担額になります。 

◎1ヶ月ごとの包括費用（月定額）です。 

◎介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者

の負担額を変更します。 

◎月途中から登録した場合、又は月途中から登録を終了した場合には、登録した

期間に応じて日割りした料金をお支払いいただきます。 

◎登録日とは利用者と事業所が契約を締結した日ではなく、サービスを実際に利

用開始した日 

◎登録終了日とは利用者と事業所の利用契約を終了した日 

 

 ◎地域区分ごとの 1単位単価 

該当 地域区分 地域単価 該当 地域区分 地域単価 

 その他 10.00円  4級地 10.66円 

〇 7級地 10.17円  3級地 10.83円 

 6級地 10.33円  2級地 10.88円 

 5級地 10.55円  1級地 11.10円 

 

◎基本報酬部分（1月あたり） 

介護度 単位数 
自己負担額 

1割 2割 3割 

要支援 1 3,450単位 3,509円／月 7,018円／月 10,526円／月 

要支援 2 6,972単位 7,091円／月 14,181円／月 21,272円／月 

要介護 1 10,458単位 10,636円／月 21,272円／月 31,908円／月 

要介護 2 15,370単位 15,632円／月 31,263円／月 46,894円／月 

要介護 3 22,359単位 22,740円／月 45,479円／月 68,218円／月 

要介護 4 24,677単位 25,097円／月 50,193円／月 75,290円／月 

要介護 5 27,209単位 27,672円／月 55,343円／月 83,015円／月 

 

◎加算部分（以下の加算条件に該当する場合、加算が算定されます） 

加算名 単位数 

初期加算 

 登録した日から起算して 30日以内の期間について、1日につき 30単位を加算する 

30単位／日 

看護職員配置加算Ⅰ 

 常勤かつ専従の看護師を 1名以上配置すること 

900単位／月 

看護職員配置加算Ⅱ 

 常勤かつ専従の准看護師を 1名以上配置すること 

700単位／月 

看護職員配置加算Ⅲ 

 常勤換算方法で（准）看護師を 1名以上配置すること 

480単位／月 

サービス提供体制強化加算Ⅰ 

「介護福祉士が 70％以上配置されていること」、「勤続 10年以上の介護福祉士が 25％以

上配置されていること」のいずれかに該当 

750単位／月 

サービス提供体制強化加算Ⅱ 

 「介護福祉士が 50％以上配置されていること」 

640単位／月 

サービス提供体制強化加算Ⅲ 

「介護福祉士が 40％以上配置されていること」、「常勤職員が 60％以上配置されているこ

と」、「勤続 7年以上の職員が 30％以上配置されていること」のいずれかに該当 

350単位／月 
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訪問体制強化加算 

訪問を担当する従業者を一定程度配置し、1 月当たり延べ訪問回数が一定数以上であること 

1,000単位／月 

総合マネジメント体制強化加算 

 利用者の生活全般に着目し、日頃から主治医や看護師、他の従業者等といった多様な主体

との意思疎通等を図り、適切に連携する為の体制構築に取り組んでいること 

Ⅰ 1,200単位／月 

Ⅱ   800単位／月  

看取り連携体制加算（死亡日から死亡日前 30日以下まで） 

 看護師により 24時間連絡できる体制を確保していること、看取り期における対応方針を定

め、利用開始の際に登録者又はその家族等に対して、当該対応方針の説明を行うこと 

64単位／日 

生活機能向上連携加算Ⅰ 

 理学療法士等からの助言を受け、生活機能の向上を目的とした介護計画を作成（変更）すること  

100単位／月 

生活機能向上連携加算Ⅱ 

 理学療法士等が利用者宅を訪問し、身体状況等の評価を共同して行い、生活機能の向上を

目的とした介護計画を作成すること 

200単位／月 

認知症加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ 

認知症日常生活自立度Ⅲ以上の場合（主治医の診断） 

 Ⅰ、Ⅱについては研修要件等を満たすこと 

  Ⅰ 920単位／月 

Ⅱ 890単位／月 

Ⅲ 760単位／月 

認知症加算Ⅳ 

 要介護 2に該当し、認知症日常生活自立度Ⅱの場合（主治医の診断） 

460単位／月 

若年性認知症利用者受入加算 

 若年性認知症の方が利用される場合 

（介護）800単位／月 

（予防）450単位／月 

口腔・栄養スクリーニング加算 

 口腔の健康状態及び栄養状態に係る情報を介護支援専門員に文書で共有した場合 

20単位／回 

※6月に 1回を限度とする 

認知症行動・心理症状緊急対応加算 

 医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に 

短期利用居宅介護を利用することが適当であると判断した場合 

1日につき 200単位 

※7日間を限度とする 

科学的介護推進体制加算 

  ADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の心身の状況等に係る基本的な情報を

厚生労働省に提出し、サービスの提供にあたって必要な情報を活用していること 

40単位／月 

生産性向上推進体制加算 

介護現場における生産性の向上に資する取り組みを行っていること 

Ⅰ 100単位／月 

Ⅱ  10単位／月 

中山間地域等における小規模事業所加算 

 「訪問」にかかる移動のコストを適切に評価する（豪雪地帯および特別豪雪地帯） 

所定単位数の 10.0％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅰイ 

介護職員等処遇改善加算Ⅰロ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱイ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱロ 

介護職員等処遇改善加算Ⅲ 

介護職員等処遇改善加算Ⅳ 

介護職員の更なる資質向上の取組み、雇用管理の改善、労働環境の改善の取組みを進めた

るため、①キャリアパス要件②月額賃金改善要件③職場環境等要件を満たすこと 

「ロ」区分は、「イ」区分の条件に加え生産性向上・協同化の特例用件を満たすこと 

所定単位数の 17.1 ％ 

所定単位数の 18.6％ 

所定単位数の 16.8％ 

所定単位数の 18.3％ 

所定単位数の 15.3％ 

所定単位数の 12.8％ 

 

 

②その他のサービス利用料金 

以下の金額は利用料金の全額が利用者の負担になります。 

金額改訂の際は事前に通知させていただきます。 

食事提供に 

要する費用 

朝食 495円 昼食 665円 夕食 665円 

おやつ代 100円 オリゴ糖代 50円 

洗濯代 200円 

おむつ代 実費 
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新型コロナ感染症 

抗原検査 

実費 

◎他の利用者への感染を防ぐことを目的として、職員の判断にて行います。 

宿泊に要する費用 1泊 1,500円  

レクリエーション 

クラブ活動 

◎利用者の希望により、教養娯楽としてレクリエーションやクラブ活動に参加

していただくことができます。 

◎材料費等の実費が必要となります。 

生活消耗品 ◎日常生活において通常必要となる消耗品（別紙「生活消耗品の価格一覧」） 

 

 ③利用料金の支払い方法 

利用料、その他の

費用の請求 

◎利用料、その他の費用はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計金額

により請求いたします。 

◎請求書は利用明細を添え、翌月 15日頃に利用者あてにお届けします。 

請求書の郵送をご希望される方は、郵送料を１件につき 110 円ご負担いた

だきます。 

利用料、その他の

費用の支払い 

◎請求月の 23日までに、下記の方法によりお支払いください。 

ア） 自動口座引き落とし 

イ） 引き落とし手数料は１件につき１６５円かかり、利用者負担となります。 

 

8 利用にあたっての留意事項 

被保険者証の提示 ◎サービス利用の際には、介護保険被保険者証を提示してください。 

サービス提供中 ◎気分が悪くなったときは、速やかに申し出てください。 

食 事 

◎食事サービスの利用は任意です。 

◎お弁当をご持参いただくことも可能です。その場合は、あらかじめ事業所

に申し出てください。 

入 浴 

◎入浴サービスについては任意です。 

◎入浴時間帯 通いサービス 9：00から 16：00 

希望によっては、上記の時間以外にも入浴可能です。 

送 迎 ◎ご希望に応じ、ご自宅と事業所間の送迎を行います。 

訪 問 

◎訪問サービスの提供にあたって、次に該当する行為はいたしません。 

 ・医療行為 

・利用者の家族に対する訪問介護サービス 

・飲酒及び利用者又はその家族等の同意なしに行う喫煙 

・利用者又はその家族等からの金銭又は物品の授受 

・利用者又はその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動 

・利用者又はその家族等に行う迷惑行為 

宿 泊 

◎急な利用希望はできるだけ対応いたしますが、宿泊室の定員を超える場

合は利用できないことがあります。 

◎他の利用者の希望もありますので、調整させていただくことがあります。 

◎例えば、家族の急な病気の時・急な出張で介護者が不在の時などにご利

用いただけます。 

設備、備品の使用 

◎事業所内の設備や備品は本来の用法に従ってご利用ください。本来の用

法に反した利用により破損等が生じた場合、弁償して頂く場合がありま

す。 

迷惑行為等 
◎騒音等他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮ください。 

◎また無断で他の利用者の宿泊室に立ち入らないようにしてください。 

飲酒、喫煙 ◎飲酒はご遠慮ください。喫煙は決められた場所でしてください。 

所持品の持ち込み ◎高価な貴重品や大金はこちらで管理できません。 

動物の持ち込み ◎ペットの持ち込みはお断りいたします。 

宗教活動、政治活動 ◎事業所内で他の利用者に対する宗教活動及び政治活動はご遠慮下さい。 
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その他 

◎小規模多機能型居宅介護は介護保険サービスの一つです。料金は定額制

ですが「定額でなんでもできる」わけではありません。本当に必要なサー

ビスを必要に応じて提供します。ご理解をお願い致します。 

 

9 非常災害時の対策 

非常災害時の 

対応方法 

(1) 利用中に非常災害が発生した場合は、当事業所の災害時非難計画に従

い、迅速かつ安全な避難誘導を行います。 

(2) 地震・噴火・台風等の天災、その他事業所の責に帰すべからざる事由によ

り小規模多機能型居宅介護サービスの実施ができなくなった場合には、

事業所はご利用者に対して当該サービスを実施すべき義務を負いませ

ん。 

平常時の訓練等 
◎非常災害に備えるため、非難、救出その他必要な訓練を年一回以上、定期

的に行います。 

消防計画等  ◎消防署への届け出   防火管理者 中村達夫 

防犯防火避難 

設備等の概要 

◎消火器 ◎自動火災報知機 ◎火災通報装置 ◎誘導灯 

◎避難器具（担架類） ◎スロープ ◎スプリンクラー 

 

10 事故発生時及び緊急時の対応方法 

事故発生時の 

対応方法 

◎当事業所が利用者に対して行う小規模多機能型居宅介護≪介護予防小

規模多機能型居宅介護≫の提供により、事故が発生した場合は、速やか

に利用者の家族・市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じま

す。 

◎また、当事業所が利用者に対して行った小規模多機能型居宅介護≪介護

予防小規模多機能型居宅介護≫の提供により、賠償すべき事故が発生し

た場合には、損害賠償を速やかに行います。 

◎ただし、当事業所サービス提供時間外に発生した事故については、当事業

所は一切の責任を負いません。 

◎なお、当事業所の責に帰するべき事故については、事業所として事故の

状況・経過を記録し、原因の分析、再発防止のための取り組みを行いま

す。 

利用者の病状の急

変等の緊急時の対

応方法 

 ◎小規模多機能型居宅介護≪介護予防小規模多機能型居宅介護≫の提供

中に、利用者の体調悪化時や病状の急変等の緊急時には、利用者の主治

医又は協力医療機関へ連絡し、必要な措置を速やかに講じます。また、利

用者の家族に速やかに連絡させていただきます。 

 ◎病状等の状況によっては、事業者の判断により救急車による搬送を要請

することはあります。 

協力医療機関 ◎ 「１１ 協力医療機関等」参照 

 

11 協力医療機関等 

協力医療機関 

オレンジホームケアクリニック 

所在地：福井県福井市田原 1丁目 3-5 

電話：0776-21-3333 

協力歯科医療機関 

ヒロ歯科クリニック 

所在地：福井県福井市文京 2丁目 17-1 

電話：0776-25-4618 

連携介護老人 

保健施設 

福井ケアセンター 

所在地：福井県福井市乾徳 4丁目 5番 8号 

電話：0776-26-5155 

連携療養医療施設 

福井リハビリテーション病院 

所在地：福井県福井市南楢原町 20字大畑 2 

電話：0776-59-1126 
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連携病院 

大滝病院 

所在地：福井県福井市日光 1丁目 2番地 1号 

電話：0776-23-3215 

 

12 秘密の保持と個人情報の保護 

利用者及びその家族に関

する秘密の保持について 

◎事業者及び事業者の従業者は、サービス提供をするうえで知り得

た利用者及びその家族に関する秘密を正当な利用なく、第三者

に漏らしません。 

 ◎この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後も継

続します。 

従業者に対する 

秘密の保持について 

◎就業規則にて従業者は、サービス提供をするうえで知り得た利用

者及びその家族に関する秘密を保持する義務を規定しています。 

◎また、その職を辞した後にも秘密の保持の義務はあります。 

個人情報の保護について 

◎事業所は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サー

ビス担当者会議等において利用者の個人情報を用いません。ま

た、利用者の家族の個人情報についても、あらかじめ文書で同意

を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情

報を用いません。 

◎事業所は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記

録物については、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分

の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

 

13 小規模多機能型居宅介護≪介護予防小規模多機能型居宅介護≫計画 

小規模多機能型居宅介護

計画≪介護予防小規模多

機能型居宅介護計画≫に

ついて 

◎小規模多機能型居宅介護≪介護予防小規模多機能型居宅介護≫

サービスは、利用者一人一人の人格を尊重し、住み慣れた地域で

の生活を継続することができるよう、地域住民との交流や地域活

動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望及びその置か

れている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス、宿泊サー

ビスを柔軟に組み合わせることにより、地域での暮らしを支援す

るものです。 

◎事業所の計画作成担当者（介護支援専門員）は、利用者の状況に

合わせて適切にサービスを提供するために、利用者と協議のうえ

で小規模多機能型居宅介護≪介護予防小規模多機能型居宅介護

≫計画を定め、また、その実施状況を評価します。 

◎計画の内容及び評価結果等は書面に記載して利用者に説明のう

え交付します。 

サービス提供に関する 

記録について 

◎サービス提供記録はその完結の日から 5年間保管します。 

◎また、利用者又は利用者の家族はその記録の閲覧が可能です。 

 

14 居宅サービス計画≪介護予防サービス計画≫の作成等 

居宅サービス計画≪介護

予防サービス計画≫の作

成について 

◎事業所の計画作成担当者（介護支援専門員）は、利用者の状況に

合わせて適切に居宅サービス≪介護予防サービス≫を提供する

ために、利用者の解決すべき課題の把握≪支援すべき総合的な

課題の把握≫（アセスメント）やサービス担当者会議等を行い、居

宅サービス計画≪介護予防サービス計画≫（ケアプラン）を作成

します。 

◎計画の内容及び評価結果等は書面に記載して利用者に説明の上 

 交付します。 

※別紙１に掲げる「居宅サービス計画の作成等 ≪「介護予防サー

ビス計画」の作成等」 の実施方法について」を参照下さい。 
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15 身体的拘束等について 

身体的拘束等の禁止 

◎事業者は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護する

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動

を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行いません。 

緊急等やむを得ない

場合の検討 

◎緊急等やむを得ない場合に該当する、以下の要件をすべて満たす状態

であるか管理者、計画作成担当者、看護職員、介護職員で構成する「身

体拘束廃止委員会」で検討会議を行います。個人では判断しません。 

・当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる

可能性が著しく高い場合。 

・身体的拘束等を行う以外に代替する介護方法がないこと。 

・身体的拘束等が一時的であること。 

家族への説明 

◎緊急等やむを得ない場合は、あらかじめ利用者の家族に、身体的拘束

等の内容、目的、理由、拘束等の時間帯、期間等を、詳細に説明し、同

意を文書で得た場合のみ、その条件と期間内においてのみ行うものと

します。 

身体的拘束等の記録 
◎身体的拘束等を行う場合には、上記の検討会議録、利用者の家族への

説明、経過観察や再検討の結果等を記録します。 

再検討 

◎身体的拘束等を行った場合には、日々の心身の状態等の経過観察を

行い「身体拘束廃止委員会」で検討会議を行い、拘束の必要性や方法

に関する再検討を行い、要件に該当しなくなった場合は、直ちに身体

的拘束等を解除します。また、一時的に解除して状態を観察する等の

対応も考えます。 

 

16 苦情処理の体制 

苦情処理の体制 

及び手順 

◎苦情又は相談があった場合は、利用者の状況を詳細に把握するため

必要に応じて訪問を実施し、状況の聞き取りや事情の確認を行い、利

用者の立場を考慮しながら事実関係の特定を慎重に行います。相談担

当者は、把握した状況を管理者とともに検討を行い、当面及び今後の

対応を決定します。対応内容に基づき、必要に応じて関係者への連絡

調整を行うとともに、利用者へは必ず対応方法を含めた結果報告を行

います。（時間を要する内容もその旨を翌日までには連絡します。） 

◎苦情又は相談については、事業所として苦情相談の内容・経過を記録

し、原因の分析、再発防止のための取り組み」を行います。 

事業所苦情 

相談窓口 

窓口担当者：三村 忠  責任者：中村 達夫 

連絡先電話番号：0776-21-0755  

対応している時間：毎週月曜日～金曜日 8:30～17:30 

また、苦情受付箱を事業所受付に設置しています。 

事業所外苦情 

相談窓口 

福井市介護保険課 

住所：福井県福井市大手 3丁目 10-1  電話：0776-20-5715 

 

17 衛生管理 

衛生管理について 

◎事業所の設備及び備品等については、消毒等の衛生的な管理に努め

ています。また、空調設備により適温の確保に努めています。 

◎従業者の健康管理を徹底し、従業者の健康状態によっては、利用者

との接触を制限する等の措置を講ずるとともに、従業者に対して手

洗い、うがいを励行する等、衛生教育の徹底を図っています。 

◎利用者にも手洗い、うがいを励行させていただきます。 

感染症対策マニュアル 

 ◎Ｏ－１５７、ノロウィルス、インフルエンザ等の感染症対策マニュアルを

整備し、従業者に周知徹底しています。 

 ◎また、従業者への衛生管理に関する研修を年１回行っています。 
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18 運営推進会議の概要 

運営推進会議の目的 

◎小規模多機能型居宅介護≪介護予防小規模多機能型居宅介護≫に

関して、通いサービス、宿泊サービス、訪問サービスの提供回数等の

活動状況を報告し、運営推進会議の委員から評価、要望、助言等を

受け、サービスの質の確保及び適切な運営ができるよう設置します。

より地域に開かれた事業所を目指します。 

委員の構成 
利用者代表、利用者の家族代表、地区社会福祉協議会長、 

民生委員、福井北包括支援センター 

開催時期 おおむね 2ヶ月に 1回開催します。 

 

19 高齢者虐待防止について 

高齢者虐待防止等 

のための取り組み 

 ◎事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げ

るとおり必要な措置を講じます。 

① 研修等を通じて、従業者の人権意識の向上や知識や技術の向上に

努めます。 

② 個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。 

③ 従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整え

るほか、従業者が利用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に

努めます。 

 

２０ 見守り機器設置について 

ご利用者様安全面への

取り組み 

 ◎当事業所では、ご利用者様の安全を確保し、安心してサービスをご利

用いただける環境を提供するため、見守り機器を設置しております。

本機器は、心拍、呼吸、体動、離着床、睡眠状態などをモニタリングで

きるマット型の見守り支援介護ロボットで、24 時間体制でご利用者

様の様子を見守ります。 

これにより、緊急時の異変を迅速に察知し、早急に対応することが可

能です。さらに、本機器はアラートが発生した際のみ映像を表示する

仕組みを採用しており、ご利用者様のプライバシーを最大限に配慮

した運用を実現しています。 

 

２１ 介護度区分変更申請手続き 

心身の状態変化に対す

る取り組み 

◎ご利用者様の心身の状態に大きな変化が見られた場合には、要介護

認定の区分変更申請を行うことがあります。 

これは、市区町村による認定調査の再実施および介護認定審査会で

の再判定を経て、新たな要介護度が決定される手続きです。入院後

に身体機能が著しく低下した場合などに、必要に応じて区分変更の

申請を検討いたします。 

ご本人やご家族と相談のうえ、適切な対応を進めてまいります。 
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この重要事項説明書の説明年月日 令和   年   月   日 

 

 

 上記の内容について「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年

厚生労働省令第 34 号）」第 88 条により準用する第９条 ≪「指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準（平成 18年厚生労働省令第36号）」第64条により準用する第 11条≫ の規定に

もとづき、利用者に説明を行いました。 

 

 

事業者法人名 株式会社シンカイ 

法人代表者名 代表取締役 中村 達夫   印  

事業者所在地 福井県福井市丸山 2丁目 1405番 

事業所名称 小規模多機能型居宅介護事業所いろどり二の宮 

事業所所在地 福井県福井市二の宮 3丁目 32-21 

説明者氏名                         印 

 

 

 私は、本説明書にもとづいて、重要事項の説明を確かに受けました。 

利用者 

住所  

氏名                         印  

代理人 

住所  

氏名                         印  

代理理由  
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（別紙１） 

「居宅サービス計画の作成等の実施方法について」 

居宅サービス計画の作成等の流れ 提 供 方 法 利用料金 

①居宅を訪問し、利用者の方の解決すべき課題を把握しま

す。（アセスメント） 

別紙２に掲げる 

「居宅サービス計

画」の作成等の実

施方法について 

を参照下さい。 

介護保険適用とな

る場合には、利用

料は小規模多機能

型居宅介護費に含

まれています。 

②サービス提供事業者の情報等を提供し、利用するサービ

スを選定していただきます。 

③居宅サービス計画の原案を作成します。 

④サービス担当者介護を開催し、サービス提供事業者と意

見交換、利用の調整等を行います。 

⑤利用者の方へ居宅サービス計画の説明、意見を伺い同意

をいただきます。 

⑥居宅サービス計画に沿って、サービスが提供されるようサ

ービス利用票、サービス提供票を作成します。 

⑦サービス利用 

⑧毎月、利用者の方のサービス状況の把握を行い（モニタリ

ング）、サービス提供事業者と連絡調整を行います。 

⑨毎月の給付管理票を作成し、国民健康保険団体連合会に

提出します。 

⑩居宅サービス計画の変更を希望される場合、必要に応じ

て居宅サービス計画の変更を行います。 
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（別紙２）     「居宅サービス計画の作成等の実施方法について」 

１ 居宅サービス計画の作成について 

① 事業者は、居宅サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。 

ア 利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環境、立場の

十分な理解と課題の把握に努めます。（アセスメント） 

イ 利用する居宅サービスの選択にあたっては、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関

する情報を利用者またはその家族に提供します。 

ウ 事業者は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業者に不当に偏るような誘導

または指示を行いません。 

エ 事業者は、居宅サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービスの提供となるよう、サ

ービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。（サービス担当者会議） 

  オ 事業者の介護支援専門員が本業務を行う際には、身分証を携帯し、利用者または利用者の家族か

ら提示を求められた際には、身分証を提示します。 

② 事業者は、利用者が訪問看護等の医療サービスの利用を希望する場合には、利用者の同意を得て

主治の医師等の意見を求めます。 

③ 事業者は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用料等の利用者のサービス

選択に資する内容を利用者またはその家族に対して説明します。 

ア 事業者は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案に基づく居宅サービス

計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。 

イ 利用者は、事業者が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合には、事業者に対して居

宅サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。 

 

２ サービス実施状況の把握、評価について 

① 事業者は、居宅サービス計画作成後も、利用者またはその家族、さらに指定居宅サービス事業者と

継続的に連絡をとり、居宅サービス計画の実施状況の把握に努めるとともに、目標に沿ったサービ

スが提供されるよう指定居宅サービス事業者等との調整を行います。 

② 事業者は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者の状態を定期的に評

価します。 

③ 事業者は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した場合、または利用者が

介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、事業者は利用者に介護保険施設に関する

情報を提供します。 

 

３ 居宅サービス計画の変更について 

 事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が居宅サービス計画の変更

が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画の変更を、この居宅

介護支援業務の実施方法等の手順に従って実施するものとします。 

 

４ 給付管理について 

事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康保険団

体連合会に提出します。 

 

５ 要介護認定等の協力について 

①事業者は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に伴う区分変更の

申請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。 

②事業者は利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代わって行います。 

 

６ 居宅サービス計画等の情報提供について 

 利用者が他の居宅介護支援事業者や小規模多機能型居宅介護事業者の利用を希望する場合には、

利用者の居宅サービス計画作成が円滑に引き継げるよう、利用者の申し出により、居宅サービス計画

等の情報の提供に誠意をもって応じます。 
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（別紙１） 

 ≪「介護予防サービス計画」の作成等の実施方法について」 ≫ 

介護予防サービス計画の作成の作成等の流れ 提 供 方 法 利用料金 

①居宅を訪問し、利用者の方の支援すべき総合的な課題を把握

します。（アセスメント） 

別紙に掲げる 

「介護予防サービ

ス計画」の作成等

の実施方法につ

いて 

を参照下さい。 

介護保険適用と

なる場合には、利

用料は介護予防

小規模多機能型

居宅介護費に含

まれています。 

②サービス提供事業者の情報等を提供し、利用するサービスを

選定していただきます。 

③介護予防サービス計画の原案を作成します。 

④サービス担当者介護を開催し、サービス提供事業者と意見交

換、利用の調整等を行います。 

⑤利用者の方へ介護予防サービス計画の説明、意見を伺い同

意をいただきます。 

⑥介護予防サービス計画に沿って、サービスが提供されるよう

サービス利用票、サービス提供票を作成します。 

⑦サービス利用 

⑧１月に１回、介護予防サービス事業者よりサービスの提供状況

や利用者の状況等に関する報告を聴取します。 

⑨利用者の方のサービス状況の把握を行い（モニタリング）、サ

ービス提供事業者と連絡調整を行います。 

⑩毎月の給付管理票を作成し、国民健康保険団体連合会に提

出します。 

⑪介護予防サービス計画の変更を希望される場合、必要に応じ

て介護予防サービス計画の変更を行います。 
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（別紙２）  ≪ 「介護予防サービス計画の作成の作成等の実施方法について」 ≫ 

１ 介護予防サービス計画の作成について 
① 事業者は、介護予防サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。 
ア 利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環境、立場の
十分な理解と課題の把握に努めます。（アセスメント） 

イ 利用する介護予防サービスの選択にあたっては、当該地域における指定介護予防サービス事業
者等に関する情報を利用者またはその家族に提供します。 

ウ 事業者は、利用者に対して介護予防サービスの内容が特定の種類、事業者に不当に偏るような
誘導または指示を行いません。 

エ 事業者は、介護予防サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービスの提供となるよ
う、サービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。（サービス担当者会議） 

  オ 介護支援専門員が本業務を行う際には、身分証を携帯し、利用者または利用者の家族から提示を
求められた際には、身分証を提示します。 

  カ 介護予防の効果を最大限に発揮できるよう、利用者の意欲を高め、利用者による主体的な取組を
支援します。 

  キ 利用者の自立の可能性を最大限に引き出す支援を行います。 
② 事業者は、利用者が訪問看護等の医療サービスの利用を希望する場合には、利用者の同意を得て
主治の医師等の意見を求めます。 

③ 事業者は、介護予防サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用料等の利用者のサ
ービス選択に資する内容を利用者またはその家族に対して説明します。 
ア 事業者は、利用者の介護予防サービス計画の原案への同意を確認した後、原案に基づく介護予
防サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。 

イ 利用者は、事業者が作成した介護予防サービス計画の原案に同意しない場合には、事業者に対し
て介護予防サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。 

 
２ サービス実施状況の把握、評価について 
① 事業者は、介護予防サービス計画作成後も、利用者またはその家族、さらに指定介護予防サービス
事業者と継続的に連絡をとり、介護予防サービス計画の実施状況の把握（モニタリング）に努めると
ともに、目標に沿ったサービスが提供されるよう指定介護予防サービス事業者等との調整を行いま
す。 

 ア モニタリングにあたっては、少なくとも、サービス提供開始月・提供開始月の翌月から起算して３
月に１回・サービス評価期間が終了する月・利用者に著しい変化があった場合に利用者の居宅を訪
問して行います。 

 イ 利用者の居宅を訪問しない月においては、介護予防サービス事業者等への訪問や電話等により
利用者への連絡をします。 

② 事業者は、介護予防サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者の状態を定期的
に評価します。 

③ 事業者は、利用者が要介護状態となった場合には、利用者へ小規模多機能型居宅介護事業者や居
宅サービス計画を作成する居宅介護支援事業者に関する情報を提供するとともに、利用者が選定し
た小規模多機能型居宅介護事業者や居宅介護支援事業者に対して、利用者の同意を得たうえで、利
用者に関する情報を提供します。 

 
３ 介護予防サービス計画の変更について 

 事業者が介護予防サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が介護予防サービス計
画の変更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって介護予防サービス計画の変更
を、この居宅介護支援業務の実施方法等の手順に従って実施するものとします。 

 
４ 給付管理について 

事業者は、介護予防サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康保
険団体連合会に提出します。 

 
５ 要介護認定等の協力について 
①事業者は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に伴う区分変更の
申請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。 

②事業者は利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代わって行います。 
 
６ 介護予防サービス計画等の情報提供について 

 利用者が他の介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の利用を希望する場合には、利用者の介護
予防サービス計画作成が円滑に引き継げるよう、利用者の申し出により、介護予防サービス計画等の
情報の提供に誠意をもって応じます。 
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